






















出金 1,000 万円以上を超える大型の共同研究件数はわずか 4.4%に限られ（なお、この 1,000 万
円以上の基準は、ポスドク雇用創出が可能なラインとして、以下「大型」と定義した。また海外では
1,000 万円以上の共同研究が一般的であることが報告されている[2]）[1]、また民間企業での研究
開発における外部連携割合は 2 割程度に留まっている[3]。この産学連携の状況について、第 5
期科学技術基本計画[4]においては、「産学連携は依然本格段階に至っていない」と言及されてい
る。 








概要図表 1 大学等が企業、独法、地方公共団体等との間で実施した共同研究  
概要図表 1-1 共同研究費受入額規模別  概要図表 1-2 共同研究費受入件数年次推移  
内訳（2016 年度）    
 
 








2. 調査の方法  






研究それぞれと社内研究開発との補完性を明らかにするため、概要図表 2 の仮説 1～5 を立て、
これら仮説を検証するための 20 問のアンケート設問を設計した。 
 
概要図表 2  仮説検証とアンケート設問との対応関係  
 
 










*前回調査では、NISTEP 企業名辞書（ver.2014.2）掲載の 5,761 企業を対象としている。NISTEP 企業名辞書の掲載企業は、






































3.1. 回答企業の特徴（第 2 章） 
今回のアンケート調査の回答企業（2012 年～2015 年の間に産学共同研究実施経験のある企
業）の、1年あたりの 1,000万円未満の小型の共同研究は、資本金 10億円以上、従業員数 1,000
人以上の大企業で件数が多く、実施している企業の割合も高い（概要図表 3-1,4-1）。一方、1,000
万円以上の大型の共同研究は、資本金 10億円以上、従業員数 1,000人以上の大企業で件数は











概要図表 3 直近 3 年間での国内大学等との共同研究件数（資本金階級） 



































0件 1～10件未満 10～20件未満 20～30件未満 30～40件未満 40～50件未満 50件以上
概要図表 4 直近 3 年間での国内大学等との共同研究件数（従業員数） 
概要図表 4-1 1 年あたり 1,000 万円未満（自社単独支出）  
   
 概要図表 4-2 1 年あたり 1,000 万円以上（自社単独支出） 
 
概要図表 5 直近 3 年間での大学等との共同研究件数（国内外） 
概要図表 5-1 1 年あたり 1,000 万円未満（自社単独支出）  





















































0件 1～10件未満 10～20件未満 20～30件未満 30～40件未満 40～50件未満 50件以上
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2. 産学共同研究の大型化に影響する要因（第 3 章） 
2.1 仮説検証結果  
産学共同研究の大型化に影響する要因の仮説検証結果についてまとめると下記となる。 
 
仮説 1. 大型産学共同研究の契約が成立する上では大学からの提案が重要となる ⇒支持  
仮説 2. 小型の金銭的支払いを伴う契約から大型産学共同研究の契約に発展する ⇒ 支持  
仮説 3. 大学共用設備が活用しやすいことが企業の大型産学共同研究を行う動機付けとなる     














概要図表 6 国内大学等との共同研究に至った経緯 



































概要図表 6-2 1,000 万円以上共同研究（自社単独支出） 
 
概要図表 7 国内大学等との共同研究に至った金銭的支払いを伴う前段階  
概要図表 7-1 1,000 万円未満共同研究（自社単独支出） 































































































概要図表 8 直近 3 年間での国内大学等の共用設備の利用（1,000 万円以上の共同研究実施）
 
 








































1,000万円以上共同研究実施あり (n=21) 1,000万円以上共同研究実施なし (n=62)
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概要図表 10 国内大学等の共用設備に対しての懸念事項（直近 3 年間で利用した企業） 
3. 産学共同研究の規模の大小と社内研究開発との補完性（第 4 章） 
3.1 仮説検証結果  
大型産学共同研究促進・阻害要因の仮説検証結果についてまとめると下記となる。 
 
仮説 4. 自社にない技術の研究開発段階の進展により産学共同研究が大型化する ⇒ 支持  
仮説 5. 国とのマッチングファンド案件は企業の社内研究開発との補完性のある産学共同研  
究を促進する ⇒ 支持  
 









概要図表 11 国内大学等との共同研究の契約延長時の拡張または中止（直近 3 年間） 










































































































































概要図表 13 直近 3 年間での国内大学等との共同研究の契約を延長しなかった理由                  
 
概要図表 14 直近 3 年間での国内大学等との共同研究の契約を延長しなかった要因  
 
3.3. 国とのマッチングファンドの効果  
国とのマッチングファンド活用実績がある企業の方が 1,000万円以上の共同研究実施経験があ
り（概要図表 15-1）、共同研究を実施している資本金 1 億円未満、または従業員数 100 人未満の






概要図表 15 直近 5 年間の国とのマッチングファンドの活用実績  
























































1,000万円以上共同研究実施あり (n=21) 1,000万円以上共同研究実施なし (n=35)
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概要図表 15-2 資本金別                         













































































































0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%
プロジェクト管理が煩雑
競合相手となりうる企業
の参加（同業他社）
自社がプロジェクトの
イニシアチブを取りにくい
得られた成果（知的財産権など）の
扱いに不満がある
契約期間中にプロジェクト中止
の決定がしづらい
学生や若手研究者の教育・育成
の場にされてしまう
特になし
その他
あてはまるもの（複数回答）（n=27） 最もあてはまるもの（n=27）
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ズへの期待も高まってくると考えられる。 
また、産学共同研究のフェーズと規模との関係では、既存の産学共同研究の規模の拡張時に
は応用・開発研究の重視傾向が観察されたことから、規模の拡大には共同研究が進展することが
必要となる。この進展において、当然研究には不確実性が伴うため、規模の大きな共同研究件数
が増加するには、共同研究全体の件数が増加していくことが重要となる。その際、契約を延長しな
かった理由として、企業は契約内容や大学内手続きよりも成果の創出確度を重視している傾向が
あることから、単純に共同研究の件数の増加を指標とするだけでは、大型の共同研究件数の増
加に繋がるとは言い切れず、共同研究の成果の創出確度を高めるための履行体制を含めた大学
の組織的なマネジメントの取組にも配慮する必要がある。 
国とのマッチングファンドは産学共同研究の規模の大型化に影響を及ぼしており、引き続き国と
のマッチングファンドは、民間が手を出しにくいリスクがあるところに呼び水効果として投資すること
が好ましい。 
マッチングファンドの設計においては、企業の規模、自社の研究費に占める外部支出研究費の
割合への考慮に加えて、自社にない技術の開発のために大学のシーズを活用する企業でのオー
プンイノベーションの取組の１方法として産学連携を選択することの企業側のメリットを明示した上
で、検討を行う必要がある。 
さらに、今後の課題として、研究開発のどの段階まで公的資金を用いた支援を行うかについて
も留意する必要がある。例えば、近年 ICT 分野ではベンチャー創業の比較的早い段階から民間
のベンチャーキャピタルによる投資の機運が高まっており、このような市場からのリスクマネーが供
給される段階においては、公的資金による支援は、より基礎研究側への支援が重要となると考え
る。 
 
